
808 匡l際商事法務 Vol.36,No.6(2008)

国際取引契約書-修正のキ-ポイ影取

〔9 〕

Ⅸ 不可抗力条項

1 不可抗力事由の定義

A"ForceMajeureEvent"shammean

anyofthefollowingevents,occurrences

andtheeffectsthereof:

(a)actsofGod;

(ち) war;…

｢不可抗力事由｣とは次の出来事,および

その効果をいうものとする｡

(a) 天災

(b) 戦争=….

この定義は不可抗力事由の定義として,個別

の事由に加えてその効果までも含んでいる｡し

かし不可抗力事由とよばれる事件,出来挙,現

象と,その効果は別の話である｡たとえば大き

な台風が来たとしても,それが契約上の当事者

の義務履行に,何らかの影響を与えるかどうか

は分からない｡

｢台風｣という不可抗力事由が発生し,売主

がその ｢台風｣のために工場を動かせなかった

ので,不可抗力条項の規定に照らして,売主の

引渡し義務不履行の契約上の効果を考える,と

いうなら分かる｡しかし ｢台風の効果｣を不可

抗力事由とよんで,売主は ｢台風の効果｣で工

場を動かせなかったという議論は,効果を原因
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と取 り違えている｡台風が壊滅的な工場の損害

という影響を与えれば,効果があったことにな

るし,何もなければ効果はなかったことになる｡

つまり原因たる事由は常にあるが,｢効果｣は

あればあるし,なければないのであるO

事由の発生があっても,その結果として履行

が妨げられなければ,不可抗力条項の利益は与

えられない｡効果の有無の判断は,不可抗力に

よる免責を定める条項の解釈,適用の問題であ

る｡さらに効果を不可抗力事由に含めてしまう

と,定義条項の中に実体的な判断をもちこむこ

とになって,不安定な定義となってしまうとも

言えるlo

このように効果までは不可抗力事由の定義に

含めてはいけないわけである｡したがってこの

場合は下線を引いた部分をとった上で,events

の後のコンマをorにかえればよい｡もっともど

れか ]つを選ぶのだから,andでもよい｡

2 例示の方法

TheLicenseeshall,duringtheEngineers'

stayattheLicensee'sfactoryinOtaru,

undertake fullresponsibility for the

Engineers'health,lives,bodies,property,

etC.

被許諾者は技師が被許諾者の小樽の工場に

滞在する間,技師の健康,生命 (の安全),

身体 (の安全),財産 (の保護)などにつ

いて責任を負わなければならない｡
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本条項の趣旨はライセンス許諾契約などにも

とづいて,技師が被許諾者の工場に技術指導,

技術移転のET的で派遣されるにあたって,被許

諾者はその期間中,技師の生命,財産などの保

証をするというものである｡作成者は許諾者で

ある｡

① health,lives,bodies,propertyetc

このような条項で文末にetC2と書いたときに,

その他にどのようなものが含まれるのかが問題

になる｡英米法上の解釈の原則のひとつに

ejusdemgenerisがある3｡この原則は例示をし

た後で ｢その他｣などといった言葉をおいた場

合には,例示された事物と共通の要素をもつも

のだけが含まれるというものである｡たとえば

cats,dogsandotheranimalsといえば,その他

の動物は家庭用愛玩動物に限られるというもの

である4｡この原則は英米法の一般的な解釈の

原則にすぎず,他の法域で適用されるものでも

ないが,英文で書かれた契約書の解釈に当たっ

て英米法の解釈原則が,補助準拠法上の法理を

通じて採り入れられることは考えられる5｡

しかし仮に,この契約が準拠すべき法律が英

米法以外のものであり,かつ補助準拠法といっ

た考え方がなかったとしても,etcが無制限に

何でも含むと考えるのは危険である｡たとえば

許諾者が生命,財産に影響を与えるものだけで

はなく,息抜きのための娯楽施設,イスラム教

徒の技師のための特別な食事も要求したい,と

考えていたらどうだろう｡あるいは菜食主義の

メニューはどうか｡この規定がそれを要求でき

る根拠になるかどうかははなはだ心もとない｡

ところでこれを提案された側の被許諾者とし

て,そのような思いがけない要求の可能性を,

明白に排除しようとしたらどうしたらよいだろ

挙にしてしまうことだろう｡イスラム教徒向け

の食事は health,lives,bodiesandpropertyに

はおそらく入るまい｡テレビ,カラオケも無理

だろう｡

一方許諾者側に立ってこの条項を改善しよう
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とするなら,generalamenitiesといった言葉

を入れておけば,広範な要求が可能になる｡し

かし食事の制限などはやはり書いておく方が好

ましいのは言うまでもない｡generalamenities

の範噂に入るか入らないかわからないからであ

る｡

The Licensee shall… undertake full

responsibilityfortheEngineers'general

amenities,includingspecialmealrequire-

ments, safety and damage to the

Engineers'personalproperty.

意味範囲の広い言葉を選ぶことは,具体的な

ものの限定列挙には勝る｡限定列挙はそこに含

まれたものを超えられないからである｡とはい

えいくら広範囲といっても,generalamenities

にもおのずと限界はあることは言うまでもない｡

さて理解を助けるために例示はするが,例示

されたものに限定されず,さらにそれに類似し

たもの,加えてそれ以外のものを広く含もうと

する試みは,不可抗力条項における不可抗力事

由の記述にみられる｡3つの例をあげておこう｡

foranyreasonbeyondthereasonablecon-

trolof…

TheCompanyshallnotbeunderanylia-

bilityif,byreasonofabnormalcircum-

stancesbeyonditscontrol,itisunableto

perforlll its obligations hereunder.

-- も く じ-

はじめに
工 頭書
Ⅲ 定義条項
Ⅲ 売買契約にみられる条項
Ⅳ 代理店契約にみられる条項
V 役務契約にみられる条項
Ⅵ 品質保証条項

Ⅶ 守秘義務条項
Ⅶ 解除条項
Ⅸ 不可抗力条項

Ⅹ 一般条項
XI紛争解決条項
Ⅶ その他

(以上前号)

(以上本号)
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Abnormal circumstances shal1include,

butnotbelimitedto,strikes,lockoutor

otherlabourtroubles,fire,explosions,civil

disturbances,riots,politicalunrest,electri-

calorotherpowerbreakdowns.

duetoanactofGod,accidentfire,lock-

out,strike,orotherlabourdispute,riot,

civilcommotion,failureoftechnicalfacili-

ties,actofpubhcenemy,statutoryprovi-

sion,rule,orderordirective(whether

nationalorlocal),failureofelectricity,gas

orotherpowerfacihtiesoranyotheracts

ofanynaturebeyondthereasonablecon-

trolofeitherparty

上の3つの例を比較して見ると,最初のもの

はどのような事由がそれにあたるか例示されて

いないところが弱いのに対して,3番目の例は

種々の属性をもつ不可抗力事由をあげた上に,

その他のものであって合理的支配を超えたもの

を含むとしている点で好ましいであろう｡真申

の例はinclude,butnotbelimitedtoと言って

はいるものの,その後に例示されたものを大き

く超えることは難しいであろう｡たとえばこの

2番目の文章には天変地異にあたるものがあげ

られていないし,また政府による法令の制限な

ども入るかどうか不安がある｡

3 効果(1)

If,duetoanyforcemaieureevent(as

suchterm isdefinedunderthelawsof

thecountrywheretheeventhastaken

旦庭立①,theI)rOductionofpotatoesin

Europeisaだectedinexcessofthehistoric

averages②,theAnnualPurchaseQuantity

shaubeproportionatelyreduced③.

もし不可抗力事由 (当該事由が発生した国

の法に従ったこの語の定義による)のため

に,ヨーロッパにおけるジャガイモの生産

が,歴史的平均値を超えて影響を受けたと

きは,年間購入量はそれに比例して縮減さ

れるものとする｡

① duetoanyforcemajeureevent(assuch

termisdefinedunderthelawsofthecoun-

trywheretheeventhastakenplace)

もとの契約はヨーロッパのある国にいる輸出

者が,ヨーロッパ内で調達したジャガイモを,

日本の買主に販売する取引のために作られた基

本契約である｡契約には年間購入量が規定され

ている｡この規定は不可抗力事由の定義を契約

内で行わず,さらに契約の準拠法に拠るとする

こともなく,不可抗力事由が発生した地の法律

の定義に任せる形をとっている｡

まずこの条項の第1の問題は不可抗力事由の

定義が流動的,不確定な点にある｡この条項を

表面的に読むと,不可抗力が認められるかどう

かは,事由の発生地の法律がそれを不可抗力事

由と認めるかどうかに拠っていることになるが,

法律に不可抗力 ｢事由｣の具体的な定義がある

とは思えない｡結局その国に不可抗力による免

責,という概念が存在することを前提として,

ある事象が義務履行を阻害すれば,不可抗力事

由になるし,そうでなければそうではないとい

う,結果から逆算するようなことになるであろ

う6｡つまりこの規定を発動させようとすると,

該当する法律のもとで,その事由の発生を理由

に不可抗力免責が認められるか,という問題の

判断をすることになる｡しかしそれがこの条項

の真意だとすれば,額面と中身が食い違ってい

るのである｡実際の例をとってどうなるか見て

みよう｡たとえばドイツで霜のためにジャガイ

モの収穫が影響を受けたとしよう7｡この場合

にドイツ法上で霜は不可抗力事由か,という問

題になるというより,霜で生産を妨げられたら

ドイツ法では不可抗力免責を受けられるか,と

いう問題になるのである｡ ドイツの法律では不

可抗力免責が与えられないとすれば,輸出者は

ドイツ産のジャガイモについては,この条項の

恩恵を受けられない｡霜の害の結果としての不

履行が輸出者の本国の法律では不可抗力にあた
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るとしても,同様な結果となるわけである｡日

本で言うなら,雪害は沖縄では立派な不可抗力

事由になりえても,北海道ではまず認められな

いのと似ている｡予測可能で,かつ予防も可能

だからである｡

不可抗力という言葉自身も定まった定義,効

果のあるものではなく,事由の発生地ごとに異

なる,という不確定な要素があること,不可抗

力が起こってみないと,どの国の法律でものを

考えてよいのか分からないことなどを考えると,

これでは不可抗力条項として,ほとんど輸出者

の役には立たないのではないかと考えられる｡

解決策はカッコ内の文章を外すことである｡

そうすればこの条項の効果は,本契約の準拠法

で解釈されることになり,当事者は条項がどう

働くか,あらかじめ考えることができるO

② theproductionofpotatoesinEuropeis

affectedinexcessofthehistoricaverages

次にヨーロッパのジャガイモの生産が,歴史

的な平均を超えて影響を受けるとある｡大雑把

に読めば,その意味するところは歴史的な平均

生産値を下回ったということであろうが,ここ

にも少なくとも2つ問題がある｡ 1つは歴史的

な平均というのが,どのような数値を意味する

のかわからないということである｡過去5年の

平均も歴史的であれば,100年の平均も歴史的

といえる｡averageが複数になっているのも不

可解である｡theaverageinthepreviousten

(10)yearsとでも書けばその間題は解決でき

る｡もうひとつの問題はilleXCeSSOfとあるが,

いったい歴史的な平均をどう超えたらこの要件

に当てはまるのであろうか｡そもそも歴史的な

平均というのが収穫量の平均だとすると,それ

を ｢超えて影響を受け｣るというのは一体何を

言っているのだろう｡このままで意味が通るよ

うに解釈するためには,歴史的な平均とは生産

の ｢減収率｣を指しているとでも考えざるをえ

ない｡歴史的な平均減収率が,ある基準年の収

穫量を10%下回るということであったとすれば,

inexcessofはその10%を超えて生産が低下し
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たという意味になるが,ここではそのような意

味にはとてもとれない｡結局のところ漠然と言

わんとしていることは分からなくもないが,正

確には何を言っているのか分からないのがこの

文である｡

とはいえ言いたかったことは,過去10年なら

10年の生産高が500万 トンのところ,今年は420

万 トンしかできなかったら,ということであっ

たという想像はつく｡しかし,この文章は契約

の規定としては,あまりにも情緒的すぎるし,

不正確である｡そのような文章は紛争になった

ときは,結局役に立たないと思っておかなけれ

ばならない｡筆者の意図が上のようなもので

あったとしたら,次のように書けば言いたいこ

とは表せる｡

theproductionofpotatoesinEuropeis

lessthantheaverageproductioninthe

previousthen(10)years

Lかしこうしたとしても,なおヨーロッパと

はどの地域を指すかということも問題になりう

るほか,平均をとる期間が短いとかなりの確率

でこの条項が発動されることになるなど,まだ

不都合は少なくない｡

③ theAnnualPurchaseQuantityshallbe

proportionatelyreduced

ここでは不可抗力事由によって生産量が低下

したときに,それに比例して購入量を減らすべ

Lとされている｡上述したようにこの不可抗力

の効果を数字的に表すことはきわめて困難であ

るが,仮に平年の生産量に比べて15%不作で

あったと判断されたとして,その効果はどうな

るのであろうか｡ここで年間購入量を縮減する

とあるが,この年間購入量というのは,おそら

く不可抗力事由が発生した年の年間購入量なの

であろうが,そのことはさらに明記しておいた

方が分か りやすいだろう｡AllnualPurchase

Quantityの定義の中で,年とはどの期間を意

味するか,が分かるように書かれていることを

確認しなければならない｡購入量を縮減しよう

と思えば,本来購入すべき時期は収穫期後であ
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る必要があるが,｢年｣をそれと関係なく定義

していると,現実に問題が起こったときには

100%引き取っていたといったこともないとは

いえない｡実はこの間題は,購入量の縮減が誰

の利益になるのかを考えさせる｡もし売主を義

務から部分的に解放するという意味で,売主の

利益になるはずの規定なら,現実に問題が起

こったときには100%引き取っていたとすれば,

発動する必要がないのである｡このことを次に

考えてみよう｡

この規定は売主作成の契約書から採った例で

ある｡言うまでもなくこのような事態が起こっ

たときに,本当にこの条項の利益を受けたいの

は,輸出に必要な商品を買い集めることが困難

になる売主だから,こう書いてあるのは当然で

ある｡しかし本当に売主に100%有利に書いて

あるだろうか｡売主の立場に立てば,買主を最

大限に拘束しておいて,自分は販売義務を果た

せなくても,責任がないようにしておくのが一

番利益になったはずである8｡そのように書き

直すと次のようになる｡

theSeller'sobligationtofulfiutheAnnual

PurchaseQuantitymaybeproportionate-

1yreduced

こうすれば問題が起こったときには引取りは

終わっていた,という事態にも対処できる｡も

し引渡しが終わっていれば,この条項を発動し

ないことも可能だからである｡一方,買主にし

てみても,契約した数量まで買うことは,義務

としてはすでに引き受けたことであるし,価格

が高騰するに違いないときに買う権利を留保し

ておくことは利益でもある,という意味でこれ

はむしろ歓迎すべき改善である｡そうだとする

と気分的には AnnualPurchaseQuantityとい

う呼び方ではなく,AnnualSalesQuantityと

して売主の義務 (となるかどうかは書き方次第

ではあるが)のように書いて欲しい,と買主は

主張すべきかもしれない｡もっともこの条項内

だけで言えば,これは表現の違いにすぎない｡

売主としてそのような要求が受入れにくいなら,

単に AnnualQuantityとして,それが誰に

とって何を意味するかは,Seller'sObligations

やBuyer'sObligationsの項目で書くのも現実

的解決策のひとつである｡結局のところある数

量を年間販売量と呼ぼうが,年間購入量と表現

しようが,そのことの当事者に対する効果は規

定の中味次第だからである｡しかし同じ現象に

も2つの名称がつけられるということは,ドラ

フティングの際に覚えておくと役に立つ｡

上に述べたようなことを総合し,かつ両者の

利益も勘案しながら全面的に書き直すとすれば,

この条項は次のように修正されうる｡

If,foranyreason,theproductionofpota-

toesinEuropeismateriallyaffectedand

asaresultthereoftheSeller'sfullper-

formanceofthisContracthasbeenmade

commerciallyimpracticable,theAnnual

Quantitymaybereasonablyreducedso

astoalleviatetheSeller'sdifficultyin

procuringpotatoes.

しかしこの案文とて,実際にそれを実行する

のはかなり難しいと思われる｡というのはそも

そもこの契約では,売主は欧州地域からジャガ

イモを調達することになっていたわけだが,全

欧州のジャガイモの生産が全滅するのでない限

り,実際には売主は割増価格を払いさえすれば,

契約量を仕入れることは不可能ではないのだか

ら,その意味では元の文で forcemajeureと

言ってはいるものの,一国における不可抗力事

由の発生は,厳密な意味ではこの契約上の不可

抗力事由ではないのである｡部分的な不可抗力

というような概念を認めるならば別だが,部分

的な不可抗力という言葉自身がそもそも自己矛

盾であって,債務の履行ができるかできないか

というのが不可抗力の問題なのだから,結局こ

こでは問題の見方を変えて,自然現象のゆえに

契約履行が著しく困難になった場合,という問

題に置き換えるのが妥当なのであろう｡この案

文はそのような出来事を commercialimpracti-

cabilityとみて,いわばエコノミック ･ハード

シップのような扱いにしているわけである｡そ

の場合には調整の方法は機械的なものではあり
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えず,たとえばここで示したように,売主にお

ける調達の困難が除去されるような,といった

抽象的な基準によらざるをえないだろう｡しか

しこれとて,書いてあれば交渉のきっかけくら

いにはなるのであって,むしろ最初にあげた原

案のように機械的に見えて,かえってどのよう

にすjlばよいのか分からない条項よりは,効用

があるのではないかと思われる｡

4 効果(2)

ShouldtheEventbecancelled,prevented

ordelayedduetoanyForceMajeure,

then neither the Sponsor nor the

ManagementCompanyshallbeliableto

theother地 し旦些二匹

地 .

行事が不可抗力によって中止,妨害さガ1ま

たは遅延したときは,興業主もマネジメン

ト会社も他の当事者に対して,不可抗力に

関して何の責任も負わないものとする｡

この契約は興業主が行事を開催するのに,道

営一切をマネジメント会社に委託したものであ

る｡この中で不可抗力のために行事の実施に影

響が出たときや,マネジメント会社がその業務

を遂行できなくなったときに,お互い何の責任

も負わない趣旨を定めた条項である｡｢趣旨｣
はこの通りであろうが,書き方には問題がある｡

字義通り読むと,いずれの当事者も他の当事者

に対して ｢不可抗力に関して｣責任がないと読

めるが,これは当然のことである｡不可抗力を

惹き起こすのは当事者以外であるから,そもそ

もそれに関して賓を負うべくもない｡文章が不

正確で,契約文章として不十分なのである｡

ここでは不可抗力と,それが契約の履行に与

える法的効果について,原則に戻って考える必

要がある｡不可抗力は,そのゆえに履行を妨げ

られても,妨げられた当事者は,不履行や遅延

について責任を問われない(つまり免責される)

ということと,不可抗力によって履行その他に
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コスト増を生じても,いずれの当事者もそれを

相手方に請求できないこと (損失は各自負担),

が期待される主たる効果である｡ところがこの

条項ではそのどちらも明文で述べていない｡意

図はそうであろうが,少なくともそのことを文

章で書き表してはいない｡ここで2つの効果に

ふれたが,通常2つ目は1つ目の当然の結果と

考えられており,責任を問われないのだから,

その裏返しとして相手は何も請求できないと理

解されている｡そのため契約条項としては,1

つ目の原則を規定すればそれでたりるとするの

が実務である｡

then neither the Sponsor nor the

ManagementCompanyshallbeliableto

theotherfQiTfailure_｣旦｣〕旦fform tj*

旦greeme_ntlnStrictaccordanceherewith

ただし不可抗力によって発生するコスト増が

きわめて大きい案件,代表的には建設工事案件,

では念のためにそれについては各自が負担する

旨を追記することがある｡

Eachpartyshallbearanyandallconse-

quencesoftheForceMajeure,suchas

increasedcostinmaintainingtheSite(建

設現場),workforceanddelayofCom-

missiolling(操業開始)…

5 効果(3)

ShouldanyForceMajeureEvelltOCCur,

theSeller,initssolediscretion,maycan一

celthePurchaser'Sordertotheextent

thattheGoodshavenotbeendeliveredor

extendthedeliverytimeforaperiod

equaltothetimelost.Noticeofsuchelec-

tion shallbegiven tothePurchaser

promptly.

不可抗力事由が発生した場合,売主はその

裁量で,引渡が行われていない限りにおい

て,買主の注文を解除するか,失われた期

間と等しい期間,引渡の期日を延期するこ

とができる｡当該選択については,速やか
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に買主に通知するものとする｡

この規定は不可抗力が発生した場合に,もっ

ぱら売主に末履行の注文の解除権を与えている

が,売主だけが解除権を有してよい理由はない

とは言えないだろうか｡なるほど理屈で考えれ

ば,売主は自分がいつ履行できるのか予測がつ

かない場合には解除し,予測がつく場合には延

期することを選ぶのだから,特に買主としてそ

れ以上のことを考える必要はないというかもし

れない｡しかし買主の立場に立って考えると,

売主がその選択を行使しない限りどうなるのか

分からないのである｡したがって買主も同様に

注文を解除するか,場合によっては解除せずに

遅れても引き取ることを選ぶか,の選択権を

もってよいはずであろう｡その場合には次のよ

うな文章になる｡

ShouldanyForceMajeureEventocctlr,

eithertheSellerorthePurchaser,inits

solediscretion,maycancel… Noticeof

suchelectionshallbeglVelltOtheother

pia也 promptly.

ところで上の説明はすべての場合をカバーし

ていただろうか｡ここでは売主の契約履行が不

可抗力のために妨げられたら,売主の他に買主

にも解除権を付与するようにしたつもりだった｡

しかし振り返って考えてみると当初の規定の文

章は,誰に対して不可抗力が発生したかを特定

していない｡実は FOB契約で買主が戦争のた

めに船を手配できなくなった場合も should

anyForMajeureEventoccurに入るのである｡

そうすると加筆後の規定は不可抗力事項発生の

当事者2×選択権行使者2の4通りの定めをし

たことになる｡これを確認した上で,すべての

場合が許容できるなら,加筆は正しくなされた

ことになる｡

最初の思い込みは書いた当事者である売主の

思考に,同調してしまったことから発したので

ある｡このように相手方のドラフトを読むとき

に,無意識に自分を相手の立場に置いてしまっ

て,相手と同じように考えてしまうというのは

珍しいことではない｡規定は第三者として分析

するよう自分を訓練する必要がある｡

さてそれはそれとして売主または買主が注文

を延期することとした場合に,もしある程度の

期間がたっても,まだ不可抗力事由の影響がな

くなる目途がつかない場合があるかもしれない｡

最初の案文は解除しない限り,失われた時間に

等しい期間,引渡の期日を延ばすとしているが,

実際には失われた期間というのは,履行が再開

されるまでは確定しないわけである｡というこ

とは延期する選択を行使した場合には,いつ正

確に履行がなされるかはわからない状態におか

れるわけである｡それでは両当事者とも不安定

な状態におかれると考えた場合には,不可抗力

事由がある一定の期間,事態に何の改善もない

ままに継続した場合には,契約を解除する権利

を留保しておくことも大L))であろう｡その場合

には2番目の文章に続けて次の文章を付けるこ

とになる｡

Ifeitherpartyhaselectedtoextendthe

delivery time,buttlleForceMajetlre

Eventdoesnotceasewithinl30]days(ま

たは afterareasonableperiod)afterthe

dateofnotice,theneitherparty may

uponfurthernoticecanceltheaffected

order.

上に2×2と簡単にふれたが,たとえば売主

に不可抗力が生じた場合で,売主は解除しよう

と考えていたのに,その選択を相手に伝える前

に,買主が延長の選択をしたときには,売主は

意に反して契約に拘束される｡この付加部分は

そのような場合に,ある期間が経過したら売主

の側から終結させることができるようにしてあ

る｡これも2×2の検討が必要なのは,言うま

でもない｡

6 滅失などのリスク負担

Ill山eeventofForceMajeure.theSeller

shallnotbeliableforanydelayindeliv-

eryorlossordeteriorationoftheGoods…
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不可抗力の場合,売主は引渡遅延,商品の

滅失または劣化については責任を有さない

ものとする…...

不可抗力によって免責されるのは,契約上の

義務の履行の遅滞または全 くの不履行である｡

この条項では商品の滅失や,その品質劣化につ

いての責任を負わないとしているが,これらの

問題は商品の危険負担の問題である (なお危険

負担 を論 じるときには,一般的には｢滅失

(loss),損傷 (damage)｣として捉え,晶質劣

化 (deterioration)は損傷の-場合と考える)｡

危険負担というのは不可抗力によって免責され

る性質のものではなく,それを負担するものは

絶対的にその結果を負担しなければならないわ

けである｡ただし危険を負担する義務が管理責

任のような形で規定されている場合には,その

管理責任そのものが不可抗力によって履行でき

なくなった場合には,管理責任を免責された結

果として,ものの滅失,損傷などの結果につい

て責任をもたなくてもよくなる場合はあるかも

しれないが,それは危険負担の問題ではなく,

やはり管理責任の免除の問題でしかない｡

たとえば危険負担が売主にある場合に,台風

で契約に充当しようとしていた種類物たる商品

が滅失すれば,売主はその危険を負担している

わけであるから,新たに商品を調達せざるを得

ない｡もし同様の場合で目的物が特定物なら契

約は消滅する｡--:方売主の管理下にあるにもか

かわらず買主が危険負担していれば,買主は損

傷した物を引き取るだけであるが,そのことは

売主を免責したというわけではなく,売主が管

理責任を果たしている限りにおいて,単に危険

負担の結果としてそうなっただけである｡滅失

してしまったときは,買主は代金を支払って終

わる｡

したがって lossordeteriorationの部分は不

要であることになる｡では残しておいたらどう

なるであろうかOたとえば特定物,または種類

物の中から買主のものを選び,梱包の上でシッ

ビングマークを付けたものを,FOBで輸出す
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ベく倉庫においておいたところ,台風で滅失し

たとしよう｡この条項では滅失について免責に

なるとされているので,買主は代金を支払う義

務を負うことになってしまう｡しかし FOBで

は危険負担はまだ移転していないのだから,こ

のように規定することによって矛盾する条項を

作ったことになる｡あるいは読みようによって

は,FOBの原則をこの特約によって変更した

ということになるかもしれない｡つまり買主が

契約時から危険を負担する帰結になるわけであ

る｡しかし本当にそれを意図していたとしても,

この文言はあまり明らかなものではない｡やは

り契約書としてはここに善くのではなく,別に

危険負担の移転条項を作るのが正しい｡

7 免責の要件

IftheSellerisunable.whollyorinpart

byreasonofaForceMajeureEventto

carryoutanyofitsobligationshereunder

and

(a) givestheBuyqimmedi重臣些延ice汀of
theForceMajeureEvent;and

(b) 些 旦遡 reasona_bJgAil主ggiKe.'?Jtoover-

cometheForceMajur.eEventas

quicklyaspossible,

thenthatobligatiollShallbesLlSpended

during the continuance ofthe Force

Majeul･eEvent.

もし売主が不可抗力のために本契約上の義

務のいずれかを,全部もしくは一部でも履
行できない場合であって

(a) 不可抗力事由の通知をただちに買主に

出し

(b) 不可抗力事由をできるだけ早く克服す

る合理的努力をするときは

当該義務は不可抗力事由の継続する期間中,

停止される｡

① givestheBuyerimmediatenotice

この不可抗力条項では,不可抗力の事由が発



816 国際商事法務 Vol.36,No.6(2008)

生した場合に免責を得るためには,売主は買主

にただちに不可抗力事由の通知をすることが要

求されている｡しかし不可抗力条項を売主から

みた場合には,実際に義務の履行が妨げられて

いる以上,その結果についてただちに免責を,

あるいは義務の停止を受けることが必要なので

あって,免責を得るためにそのような措置をと

ることを,条件にすることは好ましいことでは

ない｡もしこの要件の効果として,買主に通知

を出すことを怠った場合,あるいは通知を出す

ことすら不可抗力事由によって妨げられた場合

には,義務の停止の恩恵が受けられないとする

ならば,過度に厳しい要件となるであろう｡そ

のためには次項とあわせて,これらのことを免

責の効果発生の要件とするのではなく,切り離

した形にしなければいけない｡

② usesallreasonablediligence

①に述べたように,不可抗力事由を克服する

努力も,これを義務の停止の要件とするのでは

なく,影響を受けた義務はいずれにしても停止

されるようにしておく必要がある｡加えて all

reasonablediligenceとあるが,どのようなこ

とをすれば不町抗力事由を克服する努力をした

ことになるのかも客観的に定めがたい｡したっ

て二重の意味でこの要件は,売主に不利なもの

である｡そこでまずこの2つの要件を免責の前

提条件とするのではなく,別の項目として分離

させなければならない｡そのために次のように

書き換える｡

ⅠftheSellerisunable,...anyofitsobliga-

tiollShereunder,thenthatobligationshall

besuspended...

UpontheoccLlrrenCeOfaForceMajeure

Event言heSellershall

(a)givetheBuyerimmediatenoticeof

theForceMajeureEvent;and

(bJusereasonablediligencetoovercome

theForceMajeureEventasquickly

aspossible.

このように書き分けることによって,免責と

通知および克服の努力が別のものとなったので,

一応は通知を怠ったとしても,そのこととは関

係なく免責は得られることになるであろう｡し

かしこのような書き方ではまだ通知を怠った場

合にどうなるのか,あるいは不可抗力事由を克

服する努力をしていないとされた場合に (誰が

判断するのかは別として),契約違反であると

されるおそれがないとはいえない｡そこでこれ

らのことについても,その要求の厳格さを縮減

しておくことが好ましいであろう｡

Assoonaspracticablypossibleafterthe

occurrenceofaForceMajeureEvent,the

Sellershall

(a)givetheBuyernoticeoftheForce

MajeureEvent;and

(b) commence,withreasollablediligence,

totakeallappropriateactiontoover-

Comeoralleviatetheeffectofthe

ForceMajeureEvent.

不可抗力事由の発生後,実際に可能な限り

早急に売主は

(a) 不可抗力事由の通知を買主に出し

(b) 合理的努力をもって,不可抗力事由の

効果を克服または減殺するために,す

べての適切な行動に着手

するものとする｡

この例ではまず(a),(b)に記された行動をとる

タイミングを,不可抗力事由発生後ただちに,

とするのではなく,実際に可能になり次第とい

うことにして,その厳格さを緩和している｡次

に通知は事実の通知であるからこれをそのまま

書いたが,出だしの部分で実際にそjtが可能に

なることを前提としているのだから,通知を出

すことそのものが混乱の中で不可能な場合には,

十分に釈明の余地がある｡次に不可抗力事由の

克服については克服すると善くのではなく,克

服する行動を ｢開始する｣とすることにより,

克服すること自身を引き受けることを避けてい

る｡さらに reasonablediligenceを残した上で,

｢克服する｣の代替として,｢その効果を滅殺す
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る｣という意味の言葉も入れて,過剰な義務を

負担しないようにしている｡ここまで骨抜きに

しておけば売主にとって十分であろう｡

8 不可抗力が長期的にわたって継続した場

合の契約の終了

IfdLIetOallEventofForceMajeLlre,per-

formanceofthisContract.inwholeorin

BBLt8,ishinderedformorethanninety

(90)days,堕し_匹些ynotrelyingonthe

宣vento旦iorceMajeure② mayterminate

thisContractbywrittennoticetothe

otherparty.

もし不可抗力によって,全部もしくは一部

でも,この契約の履行が90日を超えて妨げ

られた場合,当該不可抗力に依ろうとしな

い当事者は,他の当事者に書面の通知をす

ることによって,この契約を終了すること

ができる｡

この条項の目的は,不可抗力による契約の中

断が長期にわたった場合に,不可抗力の影響を

蒙っていない (その意味ではnotrelyingonよ

り,notaffectedbyがよいだろう)当事者だけ

が,契約を終了する権利を確保することにある｡

庄)inwholeorinpart

解除権者をだれにすべきかの問題はひとまず

おくとして,この箇所では全部もしくは一部の

履行障害で解除可能としているが,このことに

は問題はないのか考えてみる必要がある｡たと

えば契約の主な部分の履行はできるが,ある部

分,しかも本質的ではないある部分,について

は遅れているといった場合でも,文字通りには

この条項が適用しうることになるので,契約が

終了させられてしまわれるかもしれない｡もち

ろん履行が妨げら讃1た義務の内容によっては,

ある当事者はそれが全面的なものでなくても,

契約の終了を望むこともあるではあろう｡この

決定は,結局その当事者がどのような立場に
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立っているかによると考えられる｡建設プロ

ジェクトを請け負った請負業者が,現場におけ

る工事は何とか継続できるものの,資材の調達

が妨げられている場合と,資材の調達はできる

ちのの,現場で起った天災によって,工事その

ものが履行できない場合は異なる決断がなされ

るに違いない｡また施主の側からしても工事が

かなり進捗している場合と,着工後あまり日時

も経ていないのに,工事の再開の目途も立たな

くなってしまった場合では,異なった経営判断

がありうる｡そのような意味からすると,この

部分は当事者によってかなり異なった評価がな

されるところだといえる｡

一部だけに影響がある場合にまで解除されて

はかなわないと考えて,これを全部の場合だけ

に解除可能として,一部だけのケースの解除の

可能性を排除すると,かえってこの条項は適用

しにくいものとなる案件もあるだろう｡本契約

上の義務の履行の全てが不可抗力によって妨げ

られた場合という前提を,上にもふれた工事契

約に当てはめて考えてみればただちにわかる｡

工事契約は広い範囲に履行現場が展開している

ものだからである｡しかし単なる単品の売買契

約であれば一部と書いても全部としても,結果

的にそう大きな差はあるまい｡

このように考えるとこの部分に対する対応は,

契約の内容と自分の立場を考えた上でなされな

ければならない｡提案のうちで ｢一部｣に対し

て異議を唱えるか,このままでおいておくか,

あるいは場合によってはこの部分を全く削除し

てしまう,という選択もある｡もし ｢全部もし

くは一部でも｣を削除したとすれば残ったとこ

ろは ｢本契約の履行が妨げられた場合｣という

ことになるが,これであれば履行障害のインパ

クトが重大なものかどうかによって,｢妨げら
れた｣というほどの結果が発生しているのかど

うか,の議論も可能になるであろうし,また

全部といわないのであるから,部分でも終了さ

せる可能性の余地は残っているということにな

るo
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② thepartynotrelyingontheEventof

ForceMajeure

まず上に述べたように relyingonはaffected

byとした方が良いだろう｡不可抗力事由が長

期にわたって継続したときに,契約を終了させ

ることができる権利を,ある限られた当事者が

もつのか,あるいは全員がもつのかはその契約

の性質に大きく左右されるところである｡(丑で

言及したような建設契約の場合なら,請負人も

工事の継続可能性の評価,手待ちのコス トなど

を考えて解除したい場合もあれば,プロジェク

トから得られる利益を考えて解除しないで我慢

する場合もあるだろう｡施主にしても状況に

よってはいったん終了して再契約することが好

ましい場合もあれば,工事があらかた完成して

いるのであれば,期間を延ばしてでも契約を遂

行させたいと考えるかもしれない｡このような

お互いの思惑の組み合わせの中で,どの当事者

が,あるいは全ての当事者が終了する権利をも

つとするかどうかを検討する必要がある｡

この条項だけ見ていても,抽象的には不可抗

力に影響されていない当事者,すなわち不可抗

力によって履行を妨げられていない当事者だけ

が権利をもっことは,一概に不公平であるとも

いえないだろう｡たとえば船会社と長期運送契

約を結んで,その工場の製品を運送することを

委託した工場のケースを考えてみよう｡その工

場が不可抗力の事由によって操業できなくなっ

たために貨物がつめなくなったとしても (貨物

が船のどれくらいのスペースをとるかどうかに

よるではあろうが),船会社は他の荷主から荷

物を積み取ればよいのであるし,工場の方から

船積の要請がなければ,定時に出航すればよい

のだから,特に船会社側から契約を解除しよう

とする特別な利益はない｡しかし工場側からす

れば長期にわたって工場の再開の目途が立たな

いのに,その契約に縛られていることは不利益

なこともあるであろう｡たとえば年間の最低積

荷保証などをしていたとしたら,仮に不可抗力

による部分については数量が引かれるとしたと

しても,あまり契約を継続していることに利益

はないかもしれない｡配船をキャンセルするか

どうかの判断,船会社への連絡の事務作業,お

よびそれをしそこなったときのコス トなども実

際には小 さくないだろう｡そこで工場の再開

の目途が立たない場合は,思い切って終了させ

てしまいたいと思うに違いない｡その場合は

工場側つまり用船者に終了権があれば十分であ

る｡もっとも船全部を定期用船 しているよう

なケースでは,船会社側も解除権が欲しいだろ

う ｡

しかし一般的に考えると,不可抗力のおかげ

で誰が不利益を蒙るのかは,実際その不可抗力

の事由が何なのか,契約の履行がどのような段

階にあるのか等によって種々輿なりうる｡それ

を考えればこの規定のように,不可抗力の影響

を受けた当事者には終了権がない,という条件

を受けるのはあまり賢明ではない｡したがって

thepartynotaffectedby."mayterminate...

の代わりにeitherpartymayterminate…とし

て,いずれの当事者も終了させることができる

とするのが通常の対応 であると考えられる｡

〔注〕

1 ｢作成のキーポイント｣191頁0
2 etcのetはラテン語のandにあたる語であるか

ら,andetcとする必要はない｡
3 ｢作成のキーポイント｣38頁｡

4 ただし列挙されたものに何の共通性もなけ湧1ば,

この原則は働かない｡

5 ｢作成のキーポイント｣27頁以下｡

6 ｢1 不可抗力事由の定義｣の項参照｡

7 ただし前提として,ドイツのジャガイモが指定

されていることを必要とするO どの国でできたか

を問わないというなら,ドイツの霜はほとんど関

係ないことになるだろう｡

8 もっともAnnualPurchaseQuantityの減少の
名の下に,販売しなければならない量をまず自動

的に減らしてしまい,運よく手に入った商品があ

れば,それを市場で高値で売ろうという魂胆だと

すれば,原文の方が良いのだが,不可抗力のお蔭

で手に入れた余裕の枠を逆用して,売ろうと思え

ば売れる数量をよそで高値で売ることが許される

かどうかは,契約解釈とともに商道徳の問題にも

なろう｡ ①


